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事故に係る勧告について 

 

本事故では、自家用小型機が住宅地に墜落し、住民及び住宅に被害が発生し

ているが、同機は最大離陸重量を超過し、飛行規程に規定された性能上の要件

を満たさない状態で飛行していたこと、また、過去５年間に、重量及び重心位

置が不適切であったことが関与した自家用小型機の死亡事故が２件（① 平成２

８年３月八尾空港内で着陸復行時に墜落したムーニー式Ｍ２０Ｃ型ＪＡ３７８

８、② 平成２４年８月茨城県稲敷郡河内町大利根場外離着陸場で滑走路を逸脱

し地上作業者と衝突したセスナ式１７２Ｎラム型ＪＡ３８１４）発生している

ことから、自家用小型機の運航の安全性の向上を図る必要があるため、運輸安

全委員会設置法第２６条第１項の規定に基づき、次の施策を講じるよう勧告す

る。 

 

(1) 自家用小型機の操縦士に対し、出発前の確認における最大離陸重量及び

重心位置限界を遵守することの重要性に加えて、飛行規程に規定された性

能上の要件を満たしていることを確認することの重要性について、特定操

縦技能審査、航空安全講習会等の機会を通じて、理解の促進を図ること。 

また、飛行規程に規定された速度及び手順を常に遵守するとともに、離

陸時に加速不足又は速度の減少等の飛行性能の低下が発生した場合に備え

て、飛行規程の非常操作手順に従うことを含め、常日頃から対処方法を考

えておき、出発前の準備時に操縦士自身がセルフブリーフィングを行って

これらの対処方法を確認するように、自家用小型機の操縦士に対する指導

を強化すること。 

(2) 飛行機の離陸時には滑走路長を最大限に利用することによって、離陸滑



 

走中の操縦士の判断に余裕が生まれ、安全性の向上に寄与するものと考え

られることから、滑走路長を最大限に利用するために効果的な取付誘導路

の滑走路への接続方法等の事例を取りまとめ、空港の設置・管理者に周知

すること。 


